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国立研究開発法人物質・材料研究機構 

中長期計画の策定及び評価に関する規程 
 

平成２７年３月２４日 

２７規程第９９号 

 

第１章 総則 

 

（目的） 

  第１条 この規程は、国立研究開発法人物質・材料研究機構（以下「機構」という。）

の中長期計画の策定及び改正、中長期計画の進捗管理並びに中長期計画に基づ

き実施する事業の評価に関して必要な事項を定め、もって中長期計画の策定及

び遂行並びに円滑な業務の実施に資することを目的とする。 

 

第２章 中長期計画の策定等 

 

（中長期計画の策定） 

  第２条 機構は、中長期計画の策定にあっては、中長期目標を確実に達成するために必

要な事項について十分に検討を行うとともに、主務省と連絡を密にし、意思疎

通を図らなければならない。 

 

（中長期計画の策定等に係る決定） 

  第３条 中長期計画の策定及び改正（以下この章において「策定等」という。）に係る

案の決定は、理事会議において行うものとする。 

 

（中長期計画の策定に係る検討会） 

  第４条 次期中長期計画の策定にあっては、次期中長期計画検討会（以下「検討会」と

いう。）により検討を行う。 

    ２ 検討会は、必要に応じて理事長がこれを設置し、次に掲げる事項について調査

審議する。 

（１）機構の次期中長期計画の検討に関すること。 

（２）次期中長期目標期間への移行に係る事項の検討に関すること。 

（３）その他関連する事項に関すること。 

    ３ 検討会は、前項第一号及び第二号に掲げる事項の調査審議のために必要な機構

内外との連絡調整を行う。 

    ４ 検討会は、次期中長期計画の検討状況を機構職員に適宜周知するものとする。 

 

（検討会の構成等） 

  第５条 検討会は委員長、委員及びオブザーバーをもって構成する。 

    ２ 委員長は、理事長とし、会務を総理する。 

    ３ 委員は、理事長が指名する者をもって充てる。 

    ４ 前項に定める委員は、広く役職員の意見を集約するために、幅広い職制及び事

業分野の役職員より選出されなければならない。 

    ５ 委員長は、議事についての調整を行わせるため、委員の内から幹事を指名する

ことができる。 

    ６ オブザーバーは、監事をもって充てる。 

    ７ 検討会は、必要に応じて委員以外の者を出席させ、特定事項について意見を求
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めることができる。 

    ８ 検討会の庶務は、経営企画室が行う。 

 

（ワーキンググループ） 

  第６条 委員長は、検討会に、特定事項について審議するため、ワーキンググループを

置くことができる。 

    ２ ワーキンググループに、委員長の指名するワーキンググループ主査及びワーキ

ンググループ委員を置く。 

    ３ ワーキンググループ主査は、ワーキンググループの会務を掌理する。 

    ４ ワーキンググループ主査は、ワーキンググループの議事についての調整を行わ

せるため、ワーキンググループ委員の内から幹事を指名することができる。 

 

（検討会及びワーキンググループの開催） 

  第７条 検討会は、委員長が必要と認めるとき、これを開催する。 

    ２ ワーキンググループは、委員長が必要と認めるとき、これを開催する。 

 

（中長期計画の改正） 

  第８条 機構は、次に掲げる事由により、中長期計画の改正が必要と判断したときは、

速やかにその検討を行うものとする。 

（１）中長期目標の改正 

（２）社会情勢、国家戦略、法令等の重要な要請 

（３）天災地変、入札不調、契約相手方の不履行等機構の責めに帰すことのでき

ない事由による中長期計画の遂行の不能 

（４）前三号に掲げるもののほか理事長が相当と認める事由 

 

第３章 中長期計画の進捗管理及び中長期計画に基づき実施する事業の評価 

 

（進捗管理・評価の実施） 

  第９条 機構は、毎年度、次に掲げる区分により中長期計画の進捗管理及び中長期計画

に基づき実施する事業の評価（以下この章において「進捗管理・評価」とい

う。）を行う。 

（１）機構の翌年度実行予算の策定にあわせて行うもの 

（２）年度終了後の業務実績等報告にあわせて行うもの 

    ２ 機構は、進捗管理・評価の実施にあっては、中長期計画のほか、政府の決定に

基づき機構について講ずべきとされた措置等に留意するとともに、恣意的なも

のとならないよう、偏見又は予断を排して客観性、公平性及び合理性に配慮し

なければならない。 

 

 

 第１０条 第９条第１項第１号の区分により行う進捗管理・評価（次項において「第１号

進捗管理・評価」という。）は、中長期計画中「Ⅰ 研究開発の成果の最大化

その他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置」及び「Ⅱ 

業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置」に定め

る事業（一般管理業務に該当するものを除く。）について実施するものとす

る。 

    ２ 第１号進捗管理・評価の対象となる事業に係る担当部門長等は、次に掲げる事

項に関する報告書を作成し、経営企画室に提出しなければならない。 

（１）事業の概要、目的、達成目標及びスケジュール 
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（２）事業実施体制 

（３）達成目標に対する現在の進捗状況 

（４）当該事業に係る経費の執行状況 

（５）当該進捗管理・評価を行う年度における成果 

（６）翌年度の計画（中長期目標期間の最終年度を除く） 

    ３ 経営企画室は、前項の報告書を受領した際は、速やかに内容を確認し、役員の

審査に付すものとする。 

    ４ 理事長は、前項の審査結果を翌年度実行予算の策定に反映させるとともに、必

要に応じて担当部門長等に対する事業の是正の指示を行うものとする。 

 

 

 第１１条 第９条第１項第２号の区分により行う進捗管理・評価（次項及び第３項におい

て「第２号進捗管理・評価」という。）は、中長期計画全体について実施する

ものとする。 

    ２ 第２号進捗管理・評価の対象となる事業に係る担当部門長等は、次に掲げる事

項に関する報告書を作成し、経営企画室に提出しなければならない。 

（１）関連する政策・施策 

（２）関連する研究開発評価、政策評価・行政事業レビュー 

（３）達成目標に対する現在の進捗状況 

（４）主な業務実績及び将来の成果の期待 

（５）自己評価評定及び根拠 

（６）課題及び対応 

    ３ 財務部門経理室及び人事・総務部門人事室は、中長期計画中「Ⅰ 研究開発の

成果の最大化その他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措

置」に基づく事業に係る第２号進捗管理・評価にあっては、当該事業に係る財

務情報及び人員に関する情報について経営企画室に報告を行うものとする。 

    ４ 経営企画室は、前２項の報告書及び報告を受けた際は、速やかに内容を確認

し、役員の審査に付すものとする。 

    ５ 理事長は、前項の審査結果に基づき、必要に応じて担当部門長等に対する事業

の是正の指示を行うものとする。 

 

（業務手順等に沿った業務運営の確保） 

 第１２条 前２条に定める進捗管理・評価の適切な実施のため、担当部門長等は、次条に

定める業務手順又は事業計画に沿った業務の実施に努めるものとする。 

    ２ 担当部門長等は、前項の業務手順又は事業計画に従うことが困難であり、か

つ、業務手順又は事業計画の変更が適切でない場合においては、経緯も含めた

意思決定に至る過程及び当該事業の実績を合理的に跡付け又は検証することが

できるよう、処理に係る事案が軽微なものである場合を除き、文書を作成しな

ければならない。 

 

（業務手順） 

 第１３条 各室は、必要に応じて前条の業務手順を作成し、その執務場所に備え置かなけ

ればならない。 

    ２ 業務手順には次に掲げる事項を記載しなければならない。 

（１）当該業務手順に定める業務の範囲 

（２）業務の目的及び概要 

（３）業務を実施するプロセス 

（４）業務の実施に必要な様式 
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（５）担当部署及び連絡先 

    ３ 各室は、業務手順を新たに作成又は変更したときは、遅滞なく法務・コンプラ

イアンス室に提出しなければならない。 

    ４ 法務・コンプライアンス室は、各室に対し、必要に応じて業務手順の作成又は

見直しを指示することができる。 

 

 

附 則 

この規程は、平成２７年４月１日より施行する。 

附 則（平成２８年４月２０日 ２８規程第５３号） 

この規程は、平成２８年４月２０日から施行し、平成２８年４月１日から適用

する。 

附 則（令和４年３月２２日 ２０２２規程第１０号） 

この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年２月２８日 ２０２３規程第８号） 

この規程は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年３月１１日 ２０２５規程第１２号） 

この規程は、令和７年４月１日から施行する。 


